様式２

　文科振第　　　号　

　 令和　　年　　月　　日　

　  
　　殿　
文部科学大臣　　　　　　　　　　　　

令和　　年度研究大学強化促進費補助金交付決定通知書

　令和　　年　　月　　日付けで申請のあった標記の補助金については、研究大学強化促進費補助金交付要綱第６条第１項の規定により、下記のとおり交付することに決定しましたので、通知します。

記

１．補助事業の名称

２．補助金の交付決定額

　　            　　円
３．補助金の交付の対象となる事業は、申請のあった令和  　年度研究大学強化促進事業とし、その内容は交付申請書記載のとおりとする。

４．補助事業者は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）及び同法施行令（昭和３０年政令第２５５号）並びに研究大学強化促進費補助金交付要綱（平成　　年　　月　　日文部科学大臣決定）及び研究大学強化促進費補助金取扱要領（平成　　年　　月　　日研究振興局長決定）に従わなければならない。

５．補助条件は、前項に定めるもののほか、次のとおりにする。
（１）補助事業者は補助事業に要する経費の配分の変更をする場合、補助金の交付決定額に影響を及ぼすことなく、補助対象経費の各費目の額を、補助対象経費の総額の５０％を超えて増減する場合においては、事前に文部科学大臣の承認を受けなければならない。
（２）補助事業者は、補助事業を遂行するために契約を締結し、また支払を行う場合には、国の契約及び支払に関する規定の趣旨に従い、公正かつ最小の費用で最大の効果をあげ得るように経費の効率的使用に努めなければならない。

（３）補助事業者は、補助事業の内容の変更をしようとするときは、補助金の交付決定額に影響を及ぼすことなく、その変更が補助目的の達成をより効率的にする場合を除いて事前に文部科学大臣の承認を受けなければならない。

（４）補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、文部科学大臣の承認を受けなければならない。

（５）補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれる場合又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに文部科学大臣に報告してその指示を受けなければならない。

（６）補助事業者は、補助事業の完了により相当の収益を生じたときは、その旨を記載した書面を文部科学大臣に提出しなければならない。

文部科学大臣は、補助事業の完了により相当な収益を補助事業者が得たものと認定したときは、補助金の交付の目的に反しない場合に限り、交付した補助金の全部又は一部に相当する金額を国に納付させることができる。

（７）補助事業者は、事業の進捗状況の把握や評価など、文部科学省又は文部科学省が指定する第三者が実施する事業の評価等に係る業務に関して、補助事業終了後においても必要な協力をしなければならない。

（８）補助事業者は、補助金の概算交付を受けようとするときは、研究大学強化促進費補助金取扱要領第６（３）に記す手続きに基づき請求を行うことができる。
６．この交付決定の内容又はこれに付した条件に不服があることにより、補助金交付の申請を取り下げようとするときは、令和　　年　　月　　日（　）までにその旨を記載した文書を文部科学大臣に提出すること。         　　　　　
